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今年３月に決定された新たな「酪農及び肉

用牛生産の近代化を図るための基本方針」（以

下「酪肉近」という）の副題は「新たな時代

に挑み、新たな時代につなぐ、持続可能な酪

農・肉用牛生産の創造に向けて」であり、

SDGs（持続可能な開発目標）時代に対応し

た内容となっている。酪肉近の具体的なモデ

ルの設定として、「競争力の高い畜産経営の

モデル」という基本的な考えの下、「持続的・

安定的な経営を実現する中小家族経営」とし

て北海道モデルの「乳量を維持しつつ、生産

性の高い草地への集約放牧により、ゆとりを

確保し、チーズ等の製造・販売により収入の

増加を図る家族経営」が設定されている。本

稿では、酪肉近が求める「競争力の高い」か

つ「持続的・安定的な経営」で「集約放牧に

より、ゆとりを確保」する放牧酪農の技術と

経営および地域的動向について紹介する。

1　はじめに

調査・報告　

SDGs時代の新たな酪農の方向

酪農学園大学　名誉教授　荒木　和秋

新たな酪肉近では三つの北海道酪農経営モデルが設定されているが、その一つが集約放牧に

よる家族経営である。北海道の新規就農者の放牧経営においては、ニュージーランドと同じく季

節繁殖を取り入れ冬期長期休暇を確保している事例や厳寒期を含め通年屋外飼育をしている事

例など日本独自の飼養方式が登場している。北海道の足寄町では、国の集約放牧モデル事業を導

入し経営改善に成功した。その後、積極的に新規就農者を受け入れたことで、人口増と就農者の

活動で町が活性化している。北海道の農村では人口が激減し地域社会が衰退する中にあって、新

規就農者の受け入れは地域再生の鍵である。生活のゆとりを目指し、かつ資金力を持たない新規

就農者が多く取り組んでいるのが放牧経営である。放牧経営は輸入穀物に大きく依存しない国土

資源を活用した循環型酪農であることから、牛も人も環境も健康であり、SDGs時代にふさわし

い酪農のスタイルである。

【要約】
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（1）世界の放牧

放牧とは、「植物の生えている場所で草食

動物を放し飼いにすること」であり、放牧地

（永年草地面積）は34億9000万ヘクタール

（2001年）で世界の全農用地面積の69.5%

を占め、主に牛、羊、ヤギ、バッファロー、

馬、ラクダなどが飼われている（注１）。

酪農、肉牛を中心に、草地利用についての

管理型と非管理型に区分したのが表１であ

る。「管理型」の代表である輪換放牧はニュ

ージーランド（以下「NZ」という）や豪州

で行われており、また、放牧地を細かく区切

らない定置放牧はヨーロッパや南米で見られ

る。一方、草地の肥培管理を行わない「非管

理型」は酪農では見られず、豪州の肉牛の野

草放牧やモンゴルの羊の遊牧が代表的であ

る。

こうした牧草に全面的に依存した放牧は、

近年変化している。NZや豪州、そして南米

などでは、乳価の上昇により泌乳量の増大を

期待して濃厚飼料（輸入とうもろこし、大豆

かす、パーム油かすなど）の給与や飼料用と

うもろこしやソルガムの栽培が増加してい

る（注２）。

２　放牧の概観

表１　放牧の草地管理区分による類型別地域

草地管理型放牧 草地非管理型放牧

輪換放牧 定置放牧 山岳放牧 野草放牧 遊牧

酪農 NZ・豪州 デンマークなど北欧
アルゼンチン・ウルグアイ スイス・フランス

肉牛・羊 NZ・豪州 NZ・ノルウェー 豪州 モンゴル

資料：荒木「海外先進国の放牧畜産の現状と課題」『畜産コンサルタントNo.642』2018

（2）日本での放牧

2017年の段階で、北海道の酪農では飼養

農家6310戸のうち38.9％が、都府県では

１万100戸のうち2.3％が放牧を実施してい

る。一方、北海道の肉用牛（繁殖）では

2200戸のうち33.7％が、また都府県では

４万800戸のうち９%が自己経営地において

放牧を実施している（注３）。北海道の放牧戸数

は多いものの、夏期間の粗放的な放牧が一般

的である。

放牧の分類は、放牧地の立地条件や経営主

体の放牧に対する考え方によって多くの分類

がなされてきた（表２）。

北海道では、夏期に放牧地に放す粗放放牧

とNZから導入された集約放牧、さらに牧区

を細かく区切らない短草利用の定置放牧と経

営的分類の全ての放牧が行われており、粗放

放牧では放牧地からの栄養供給の比重が大き

くないのに対し、後２者は放牧地からの栄養

供給の比重が大きい。また、概して、前者が

日中放牧であるのに対し、後２者は昼夜連続

放牧が多い。
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表２　放牧の類型

空間的分類 時間的分類 季節分類 家畜利用草分類 利用地分類 経営的分類

固定放牧 日中放牧 季節放牧 先行後追い放牧 改良草地放牧 集約放牧

輪換放牧 夜間放牧 夏期放牧 ASP（秋期備蓄草地） 野草地放牧 粗放（在来型）放牧

ストリップ放牧 昼夜連続放牧 晩秋放牧 立毛放牧 山地放牧 定置放牧

繋牧 時間制限放牧 周年（通年）放牧 里山（里地）放牧

一部休閑放牧 水田裏放牧

遊牧・移牧 林間（林内）放牧

＊移動放牧 公共草地放牧

＊村ごと放牧 ＊耕作放棄地放牧

資料：荒木「放牧酪農の可能性はあるか」柏編著『放牧酪農の展開を求めて』2012
　注：�＊は最近導入され始めた放牧方法で、例えば移動放牧は農研機構「畜産草地研究所技術レポート10号」，2011、村ごと放牧は『現代

農業』2002，9、耕作放棄地放牧は『畜産の情報』2002，12で紹介されている。

３　酪農家経済への放牧の効果

（1）日本とNZの生乳価格の比較

乳製品の原料となる生乳のコスト、乳製品

の製造コスト、輸送費などが反映された乳製

品価格が低く、最も競争力があると言われて

いる国がNZであり、同国が世界最大の輸出

国でもある。

日本では生乳の生産コストと乳価は密接な

関係にあるが、NZは乳製品の国際価格が乳

価に反映されるため、直接的な関係にはな

い。

図１は、生乳１キログラム当たりの生産コ

ストについて日本とNZの推移を見たもので

ある。日本は乳価（総合乳価）が安定し、し

かもここ10年間は上昇している。一方、NZ

の乳価（乳固形分から換算）は国際価格と連

動して乱高下を繰り返している。最低価格は

26.3円で、最高価格は54.3円である（NZ

ドルを70.06円のレートで換算）。過去13年

間の乳価の平均は、日本は90.3円に対しNZ

は38.9円と2.3倍の開きがある。

図１　日本およびNZの１キログラム当たり乳価と生産コストの推移
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資料：農林水産省「畜産物生産費統計」「農産物価格統計調査」、「Dairy�NZ�Statistics」
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（2）NZと日本のコスト比較

表３は、2014年の日本（北海道）とNZ

の費用合計（地代や資本利子を含まない費用

総額）で見た生乳１キログラム当たりのコス

ト比較であり、日本の81.35円に対しNZは

25.80円と３倍以上である（１NZドル=76

円で換算）。具体的な費用を比較すると、飼

料費では、日本37.35円に対しNZ10.70円、

減価償却費では日本14.78円に対しNZ2.15

円、労賃では日本15.60円に対しNZ5.10円

である。従って、コスト差の内訳は飼料で

26.65円、減価償却費で12.63円、労賃で

10.50円、この三つの費目の合計差は49.78

円であり、費用合計の差55.55円の９割を占

めている（注４）。

表３　日本とNZの生乳のコスト比較（2014年）

費目 北海道① NZ② 差引③（①-②）

家畜管理・飼養費 1.29 0.57 0.72

飼料費 37.35 10.7 26.65

光熱水料動力費 2.70 0.43 2.27

獣医・医薬品 2.61 1.19 1.42

賃借料・料金 1.68 0.28 1.40

建物・車・農機具 2.74 2.96 ▲0.22

税・公課所負担 1.26 0.52 0.74

生産管理費 0.18 0.58 ▲0.40

労賃 15.60 5.10 10.50

減価償却費 14.78 2.15 12.63

他 1.16 1.32 ▲0.16

費用合計 81.35 25.80 55.55

生乳生産量（トン） 587 1,814 ▲1,227

搾乳牛頭数（頭） 72.3 296 ▲223.7

農地面積（ha） 56.7 145.5 ▲88.8

資料：�「水稲作、小麦作、酪農、肥育素牛生産における国際競争力の比較分析に基づく今後の技術開発方向
の提示」、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、2016

注１：�NZの生乳に占める乳固形分（乳脂肪分率+乳タンパク質の合計。乳糖は含まない。）の比率は、8.9％
となっており、この比率で割り戻すと乳固形分１キログラムは11.24キログラム程度に相当する。

　２：１NZドル=76円で換算。

コスト差の要因を整理したのが図２であ

る。飼料費については、日本（北海道）は穀

物（配合飼料）を多給しているのに対し、

NZは集約放牧による牧草が主体である。近

年、輸入のパーム油かすが使われているが穀

物はほとんど給与されていない。労働力につ

いては、日本は通年舎飼いのため、給餌、除

ふんなどの牛舎作業が多いのに対し、NZで

は通年放牧のため牛舎作業は発生しない。減

価償却費については、日本では牛舎、サイロ、

ふん尿貯蔵施設などの建物、構築物のほか、

自給飼料の収穫、調製機械やふん尿処理機械

が多い。また、搾乳牛の価格が高いことと寿

命が短いことも減価償却費を多くしてい

る（注５）。一方、NZでは放牧主体のため、牧

草収穫・調製機械は少なく、利用頻度の少な

い機械作業はコントラクターに委託してい

る。

（単位：円）
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図２　コスト格差の直接的要因

北海道 NZ

飼料費 48% 穀物多給 牧草主体=集約放牧

労賃 通年舎飼い 通年放牧

牛舎・ふん尿処理施設 全国Mﾊﾟｰﾗ
農業機械多 ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ展開機械少

乳牛高価格・短命 乳牛低価格・長命
減価償却費

19%

23%

資料：表３から筆者作成

（3）放牧経営における放牧草の量と質の
確保

NZはなるべく採草（収穫）をしないで、

放牧草で搾ることである。その仕組みを量的

な面と質的な面から考察する。図３は年間の

牧草の生長曲線と乳牛の飼料要求曲線を示し

たもので、乳牛は春に一斉に分娩すると泌乳

量が増大し食欲も増大する。一方、放牧地で

は牧草も生長し、牛の飼料が量的に確保され

る。その食欲と草の成長をフィットさせる方

法が季節繁殖（分娩）である。

牧草の品質は生長時期が早いほど草丈は短

いが、栄養価が高い。また、短草は牛の消化

率が高く、牛の採食速度も速いことから牛の

栄養吸収を高める。それに対し、長草は生長

すると繊維含有が多くなり、栄養価が低くな

る。さらに長草によって草丈の短いクローバ

ーなどは姿を消すため草地全体の栄養価が低

くなる。そこで、短草を確保する方法が輪換

放牧である。輪換放牧は、牧区を小さく区切

り、牛群が１日（または半日）単位で食べき

る面積で、電気牧柵と牧道を効果的に使って

牛を移動させ、ローテーションが終わり最初

の牧区に戻ると、牧草が再生している。栄養

価の高い短草を連続して採食させることで飼

料が質的に確保される。

図３　牧草の成長量と乳牛の飼料要求曲線
— 牧草の成長量(pasture growth)
— 乳牛の飼料要求量(Cow requirement)

← サイレージ余剰草

↓
補足分→
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資料：�A.�E.�Broad,�K.�R.�Cater『Geography』1997

（4）減価償却費と労働費が少ない理由

放牧と舎飼いの作業工程をまとめて示した

のが図４である。中心部の実線の矢印は牛が

草を採食し、ふん尿を草地に排せつし土に還

元するという放牧の作業工程を示すが、非常

にシンプルであり、多くのことを牛自らが行

うことにより人間の作業量も少なくなり、低
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コスト酪農が実現される。一方、外周の点線

矢印は、通年舎飼いの牧草の収穫とふん尿散

布の作業工程を示す。そこでは、多くの機械、

施設が使用されるとともに、多くの労働力と

化石エネルギーが消費されることでコストを

高くしている。

図４　酪農における循環と作業工程と主な機械施設
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飼料
調合

給
与

牛 ふん尿 搬出 移動

資料：荒木「放牧酪農の展開を求めて」(2012）

（5）トヨタ生産システムと放牧

このような放牧の作業工程は、自動車製造

業の生産工程と共通する点がある。トヨタ生

産方式では、モノづくり以外の作業は付加価

値のない仕事と捉え、付加価値を高めないも

のはムダと捉える。そのため次の七つのムダ

を設定している。（１）作り過ぎのムダ（２）手

待ちのムダ（３）運搬のムダ（４）加工そのもの

のムダ（５）在庫のムダ（６）動作のムダ（７）不

良をつくるムダ─である（注６）。この七つのム

ダを、現在の牧草の調製作業の主流を占める

サイレージ調製について放牧と対比すること

で考察してみる。

サイレージ調製を行うためには、まず牧草

の刈り取りを行うが、その際の牧草を取りこ

ぼす収穫ロス、運搬する際の収穫牧草を落と

す運搬ロス、そして貯蔵することで腐敗する

場合、廃棄物を出す貯蔵ロスである。貯蔵ロ

スは（７）の不良をつくるムダである。そもそ

も牧草を収穫して調製することは（４）加工そ

のもののムダであり、収穫作業の組み作業に

おける作業工程のずれからくる（２）手待ちの

ムダ、収穫した牧草を運ぶ（３）運搬のムダ、

サイレージとしてサイロに貯蔵する（５）在庫

のムダ、必要以上にサイレージ調製を行って

次年度に新しいサイレージを入れるために廃

棄する（１）作り過ぎのムダ、貯蔵したサイレ

ージを運び出す（６）動作のムダなど、価値を

高めることがないムダが多い。それに対し、

放牧は多くのムダを排除することで牧草の持

つ価値を生かすムダの少ない利用である。

NZの放牧酪農は、無駄を徹底的に排除し

て世界で最も生産コストの低い生乳を生産し

ているが、これは「ムダとり」を徹底して世

界トップクラスに成長したトヨタと似ている。

４　北海道における放牧事例

放牧は屋外飼育のため、北海道のように冬

季の長い地域には適さないという見解が多

い（注７）。「半年間牧草が作れない」という理

由である。しかし、厳寒の地で放牧と季節繁



畜 産 の 情 報 　 2020. 9 57

殖というNZスタイルの酪農経営を実践し成

功する経営が出てきている。そこで4戸の新

規就農者の事例を紹介する。

（1）夏の放牧草で年間の生乳生産

足寄町のありがとう牧場（代表：吉川友二

氏）は、新規就農者で５~10月の６カ月間

で年間の生乳生産の89%を生産する（図

５）。もともと牛の１年のうちの泌乳期間は

10カ月であり、その泌乳期を牧草が最も生

育する春と夏に合わせれば「半年間牧草を食

べさせる」ことができる。この方法は、すで

に紹介したNZの季節繁殖である。集約放牧

を行い放牧草主体であることから、給与飼料

の経済効果を示す乳飼比（配合飼料÷乳代）

は年間11%であり、放牧草が最も伸びる６

月は4.5%という驚異的な低さである。放牧

期間の飼料給与量は３キログラム（道産とう

もろこし1.5キログラム、ビートパルプキロ

グラムの混合飼料）で、放牧草がなくなる

11月、12月は６キログラム（配合３キログ

ラム、ビートパルプ３キログラムの混合飼

料）と倍増する。12月末から一斉に乾乳に

するため、作業者は「冬休み」に入る。そこ

で、吉川氏は毎年、この冬休みに子供たちを

連れて都府県をサイクリングで回ることにし

ている。ありがとう牧場はチーズ職人を雇っ

て加工に取り組み、成功すると独立させるな

ど 新 た な 酪 肉 近 の 北 海 道 モ デ ル で も あ

る（注８）。

（2）新規就農10年で集約放牧と季節繁
殖で高収益酪農を実現

道北の天塩町で新規就農した山下雅博氏

（山下牧場）は、入植後10年で高収益を上げ、

2015年の農林水産祭では総理大臣賞を受賞

した。山下氏は乳業会社を退職して就農する

際に酪農関係の本を精読し、「放牧は青草と

水で搾れるため一番もうかる」ということを

知り、季節繁殖と集約放牧に取り組んだ。

NZの集約放牧で成功した浜頓別町の池田邦

雄さん（天皇杯受賞農家）を訪問し、参考に

した。季節繁殖を行っていることから、分娩

は図６に見るように２〜３月の厳寒期に集中

する。寒さによる子牛の死亡ロスを少なくす

るため、牛舎に監視カメラを設置して、２〜

３時間置きに居間のパソコン画面でチェック

し分娩するとすぐに牛舎に駆けつけ介助を行

う。放牧は４月下旬から実施し、放牧時期の

栄養不足には気を付け、舎飼い期には麦とト

ウモロコシの混合飼料とCP（粗タンパク）

18の配合飼料を合計最大10キログラム、放

牧期には混合飼料とCP16の配合飼料を計最

大７キログラム給与している。その他、放牧

最盛期以外はラップサイレージを自由採食さ

せる。10月下旬には放牧を終える。

山下氏は、放牧の効果を「放牧を開始する

と１日１頭当たり２キログラム乳量が増え

る。けい留のストレスから解放され日光を浴

びるためではないか」と推察している（注９）。

図５　季節繁殖の経営収支（2018年）
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図６　山下牧場の月別分娩頭数
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（3）無牛舎で集約放牧と山地酪農を融合
して岩山を宝山に

出 田 義 國、 基 子 夫 妻（ 出 田 牧 場 ） は、

1977年に十勝管内清水町に入植し、機械の

入らない岩山の放牧地で高収益酪農を実現し

日本農業賞を受賞している。入植当時、資金

もなかったことから牛舎を建てることはでき

ず、現在も無牛舎のままである。山の中腹に

位置することから厳寒期にはマイナス30度

の日もあり、乳頭が凍傷になったこともあっ

た（写真１）。しかし、現在は温暖化でマイ

ナス20度になることもなく、軟こうやグリ

セリンを使うことで凍傷はもちろん乳房炎も

なくなった。出田氏は分娩事故を回避するた

め分娩月を４〜７月に集中させて、放牧地で

分娩させている。採草地39ヘクタールは冬

期と放牧草を補完するためのものである。放

牧地24ヘクタールを19牧区に区切り１日ご

とのローテーションを行う輪換放牧による集

約放牧を行っている。放牧草のほか、濃厚飼

料としてフスマ、トウモロコシ、大豆かすの

混合飼料を年間を通して１日６キログラム、

かす類は地元の食品工場の副産物である生パ

ルプ20キログラム（水分80%）、でん粉か

す７キログラム（水分80%）を給与してい

る。ラップサイレージは９月〜翌５月まで自

由採食させている。

放牧に加え濃厚飼料やかす類を給与してい

ることから、年間の経産牛１頭当たり乳量は

8276キログラム（搾乳牛換算で１万289キ

ログラム）であり、これは北海道平均（搾乳

牛）の8250キログラムよりも2000キログ

ラム多い。北海道平均に比べ生乳生産量が多

く飼料費は低いことから、2014年の農業所

得は3199万円で北海道平均の1187万円よ

り約2000万円も多くなっている。「放牧草

は配合飼料に匹敵する」という出田氏の考え

が実証されている（注10）。

（4）厳寒地でNZの飼養方式で豊かな酪
農人生

出田牧場と同様、無牛舎での経営を行って

資料：山下牧場資料

写真１　雪も牛にとっては快適なベッドになる
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いるのが釧路地域の標茶町の尾形牧場（代

表：尾方基彦氏）である。定置放牧で、16

ヘクタール、８ヘクタール、８ヘクタールの

大牧区利用であり、16ヘクタールは７日と

他８ヘクタールは３〜４日の滞牧日数で、牛

が放牧地に行きたくなくなったら牧区を移

す。一方、自分では牧草の収穫・調製は行わ

ず、全てコントラクターに作業委託している

こと、配合飼料を使わないことからNZの経

営に近く、ヌレ子は全て販売し育成牛を持た

ないことも共通している（NZでは育成牛を

他の農場に預託する場合が多い）。さらに、

化学肥料を使わないことから自然酪農とも言

うべきである。搾乳舎は住宅の１階部分に設

置してある（写真２）。これは新規就農のた

め、搾乳中でも自分たちで子供の世話ができ

る態勢をとったためである。尾方氏の１日の

作業時間は５時間で、分娩時期は４〜６月に

65%が集中する季節繁殖である。そのため、

繁殖時期が終了すると家族で山登りやスキー

に出かけ、尾方氏個人でフルマラソンやバイ

クツーリングを楽しむなど、豊かな農村生活

と酪農人生を築き上げている（注11）。

（5）放牧・季節繁殖経営の実績

以上の放牧・季節繁殖経営（以下「放牧経

営」という）の４事例の経営収支と北海道平

均をみたのが表４である。まず、経営規模で

は生乳生産量は、放牧経営平均は433トン

で北海道平均575トンの75%の生産規模で

ある。平均搾乳牛頭数は放牧経営で53頭で

あり、北海道平均69.7頭の76%である。飼

料作面積は70.3ヘクタールで、北海道平均

55.1ヘクタールよりも28%大きい。家族労

働力は、家族労働力２人のほかに出田牧場、

ありがとう牧場は雇用と実習生をそれぞれ２

人使用している。

そのことで４戸平均の経営収支と北海道を

比較すると、４戸平均の粗収益は5250万円

で北海道平均の6912万円の76%と経営（生

産）規模と同じ割合である。一方、経営支出

の ４ 戸 平 均 は3350万 円 で 北 海 道 平 均 の

58%でしかない。その結果、４戸平均の所

得は、1900万円で、北海道平均の1187万

円よりも60%多くなっている。その要因は、

４戸平均の飼料費と減価償却費が北海道平均

の半分であるためである。

以上の経営収支の関係を搾乳牛１頭当たり

で見たのが図７である。粗収益は北海道が

99万円と放牧・季節繁殖の88万円よりも多

いものの、飼料費は道平均29万円に対し放

牧・季節繁殖は16万円、減価償却費は北海

道17万円に対し放牧・季節繁殖は10万円で

ある。その結果、農業所得は北海道の17万

円に対し放牧・季節繁殖は32万円である。

従って、放牧経営は北海道の一般的な経営

（通年舎飼い経営が多い）の２倍の収益を実

現しており、放牧経営の優位性を見ることが

できる。

写真２　�通年屋外飼育で建物は住宅１階のミル
キングパーラのみ
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表４　季節繁殖放牧経営と北海道（平均）の経営概況（2014年）

項目 出田牧場 尾方牧場 山下牧場 ありがとう
牧場 4戸平均 北海道

飼養形態 通年放牧 通年放牧 夏期放牧 夏期放牧 通年舎飼い
搾乳方式 Mパーラ Mパーラ パイプラインM Mパーラ
繁殖時期 季節 季節 季節 季節 通年

経
営
規
模

生乳生産量（トン） 720 358 401 253 433 575
平均搾乳牛（頭） 73 54 48 37 53 69.7
飼料作面積（ha） 63 52 77.1 89 70.3 55.1
家族労働力（人） 2（2) 2 2 2（2） 2.9

収
入

生乳販売 6,677 2,756 3,624
3,521 4,786

5,011
個体販売 1,220 550 796 1,238
雑収入 369 574 395 518 464 663
小計 8,266 3,880 4,815 4,040 5,250 6,912

支
出

飼料費 1,383 782 911 699 944 2,047
減価償却費 822 599 486 597 626 1,156
他 2,859 1,713 1,196 1,757 1,881 2,524
合計 5,067 2,687 2,593 3,053 3,350 5,727

所
得
合計 3,199 1,193 2,222 987 1,900 1,187
経産牛１頭当たり 43.8 22.1 46.3 26.7 36 16.9

資料：出田牧場,尾方牧場、山下牧場、ありがとう牧場の資料から筆者作成
　　　北海道平均は「営農類型別統計」（2014）から引用
　注：家族労働力の（　）は雇用・実習生。

さらに、作業時間について見たのが表５で

ある。４牧場とも１日の１人当たり作業時間

は４時間台であり、北海道の９時間の半分で

ある。放牧のため給餌、除ふんの作業時間が

少ないことに加え、３戸がミルキングパーラ

を使用していることから作業時間が短くなっ

ている。

しかも季節繁殖のため、出田牧場は11月

〜翌３月、尾方牧場は９月〜翌３月、山下牧

場は５月〜翌１月、ありがとう牧場は６月〜

翌２月にそれぞれ分娩がなくなると同時に搾

乳時間も少なくなることで作業時間が減少す

る。１年の中で農閑期を設けることは、稲作

や畑作と同様、生活のメリハリがつくととと

もに１年の生活の中における休暇に向けた目

標が生まれてくる。

以上に見るように、「集約（定置）放牧・

季節繁殖」方式は、十分な収益性と短い労働

時間で、生活時間が確保されていることから

北海道の酪農の将来像となろう。さらに牛舎

を持たない出田牧場や尾方牧場は、北海道の

積雪と寒冷な気候のハンディを克服し、世界

図７　北海道平均と繁殖放牧経営の搾乳牛１頭当たり収支　（単位：万円）
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にも例を見ないNZを超越した日本独自の経 営方式を確立している。

表５　日常管理作業時間（2014年）

項目 出田牧場 尾方牧場 山下牧場 ありがとう牧場 北海道
搾乳方式 Mパーラ Mパーラ パイプラインM Mパーラ

平均搾乳牛（頭） 87 64 50 37 69.7
搾乳・後片付け 2ｈ・2回・3人 2h・2回・2人 2h・2回・2人 70m・2回・2.5人
給餌 1.5h・1回・1人 0.5h・1回・1人 10m・2回・1人 0.5h・2回・2人
除ふん 0.75h・2人・1人 ─ 10m・2回・2人 ─

哺乳 0.5ｈ・3人・1人 ─ 15ｍ・2回・1人
（50日） 1h・2回・1人

他 0.75h・2人・1人 ─ （サイレージ）
10m・2回・1人 45ｍ・2回・1人

合計 18時間 8.5時間 9.4時間 11.5時間 22時間
１人当たり 4.5時間 4.25時間 4.7時間 4.6時間 9時間

資料：�各牧場は聞き取り、北海道は平均搾乳牛頭数は「営農類型別統計」、作業時間は「北海道の畜産経営22・23年」から引用
注１：北海道は「北海道の畜産経営22･23年」より46戸の平均値。
　２：「除ふん」「哺乳」「他」のhは時間、mは分を表す。

５　新規就農者による地域活性化と放牧の役割

（1）農家数の減少と新規参入の動向

北海道の酪農家戸数（成畜飼養農家）は

2019年において5920戸であり、2009年

の7820戸に比べ1900戸、24%の減少であ

る（出典：農林水産省「畜産統計」）。2005

年以降の酪農の離脱農家および新規参入者数

の推移を見たのが図８である。

毎年平均で190戸が酪農を離脱しているこ

とになる。一方、新規参入者（農外からの新規

就農者）は毎年20戸前後であることから、離

脱農家の数に対して「焼石に水」の状態である。

図８　北海道における酪農離脱農家数と新規参入者数の推移
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資料：農林水産省「畜産統計」、北海道農政部「北海道新規就農者実態調査結果の概要」

離脱農家の離農理由について見たのが図９

である。離脱理由については、大きく離農と

経営転換に分けられる。前者で最も多いのが

後継者問題（高齢化）で33%を占めている。

もともと、子供がいない農家や女性だけの農

家もあるが、多くは男性がいても後継者にな
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らないケースが増えている。一方、経営転換

で多いのが、乳雌育成部門への転換で18%

を占める。高齢で搾乳作業が大変になった時

の対応である（注12）。

酪農離脱で最も比率が高い後継者問題の原

因は、酪農の長時間労働と年中無休の就業形

態にある。例えば、2017年の北海道の主要

営農類型の農業労働力（家族）数と作業時間

を見ると、水田作では男性1.12人、1639

時間と女性0.74人、912時間、畑作では男

性1.50人、2174時間と女性0.79人、883

時間、酪農では男性1.59人、4529時間と

女性1.02人、2093時間で、男女とも水田

作および畑作の倍以上の作業時間である。さ

らに、耕種農業では農閑期の冬休みがあるも

のの、酪農には存在しない。こうした酪農労

働の厳しさが現代の若者には敬遠されている

と言えよう。

（2）北海道における酪農の地域動向

酪農家戸数の急速な減少は、北海道の地域

社会の衰退も招いている。ただ、１戸（経営

体）当たりの飼養頭数の増加によって生産規

模を拡大しているところもある。

表６は道東・道北の主要酪農市町村の

1995年および2015年の20年間の変化を見

たものである。飼養経営体数（農家+法人）

は全ての地区で減少している。変化率（残存

率）が70%を超えるのは、士幌町（78%）、

浜中町（75%）、中標津町（74%）、猿払村

（70%）の４地区しかない。

一方、乳牛飼養頭数は増減が顕著である。

変化率（残存率）が70%以下の地区がある

一 方、100%以 上 の 地 区 も 多 い。 新 得 町

（200%）、豊頃町（146%）、幕別町（141%）

の３地区が130%を超えている。この中から

図９　北海道における酪農離脱要因（2018）
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資料：北海道農政部生産振興局

表６　道東・道北市町村の乳牛飼養経営体数および頭数の変化（2015年/1995年）

2015/1995
乳用牛飼養頭数の変化

130%～ 120～ 129％ 110 ～ 119％ 100 ～ 109％ 90 ～ 99% 80 ～ 89% 70 ～ 79% ～ 69%

乳
用
牛
飼
養
経
営
体
数
の
変
化

70%～ 士幌（−78）
浜中（−75）
中標津（−74）
猿払（−70）

60～ 69% 鹿追
広尾

芽室
標津 大空

別海�稚内�
厚岸
弟子屈

豊富�足寄
根室�幌延
小清水

50～ 59% 新得（200） 上士幌
清水

鶴居
枝幸 浜頓別

湧別�興部
陸別
訓子府

北見�標茶
置戸�雄武
帯広�音更

更別 天塩（66−）

40～ 49% 幕別（141）
豊頃（146） 大樹 遠軽 釧路市 紋別�津別

池田�浦幌
中頓別
白糠 本別（67−）

～ 39% 佐呂間
（63−38）

資料：「農林業センサス」（1995年で飼養実農家数が49戸以下の市町村は外した）
　注：��1995年の飼養経営体数は飼養実農家数+農家以外の農業事業体。市町村は合併後の市町村で表記。合併前後の実質数で比較。(　）

の数値は、表示枠の数値以上、以下の（頭数-飼養経営体数）の変化率を示す。
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十勝地域で比較的経営体の残存率の高い足寄

町の取り組みについて紹介する。

（3）放牧振興により地域が活性化

ア　全国から若者が集まる町に

全道で酪農家戸数が減少する中で新規就農

者を受け入れ、地域社会を守ろうという動き

も出ている。その中の一つが十勝地域の北部

に位置する足寄町である。足寄町は人口

6371人（2020年６月30日現在）の酪農、

肉牛を柱とする畜産業と林業の町である。足

寄町は、国の集約放牧酪農技術実践モデル事

業（1997〜99年、事業費4600万円、補助

率47.6%）の成功を受けて、2003年から「北

海道放牧酪農ネットワーク交流会in足寄」を

開催し、また同時に2004年６月に「放牧酪

農推進のまち宣言」を行った。交流会には放

牧に関心のある若者や関係者が毎年多く集ま

り、放牧の町として全国に知られるようにな

った。交流会参加者や町の酪農家で実習を行

った若者が年々、新規就農者として定着して

いる。

表７は、2019年初めまでに新規就農した

全戸の一覧である。全国各地から入植してい

ることが分かる。また、ほとんどの農家で子

供がいることから、地区の小学校の児童数が

増え、廃校を免れている。

表７　足寄町における新規就農者一覧（2019年4月1日現在）

農家 地区 入植年
出身地 世帯主

年齢
子供の
人数

経営耕地面積
（ha)

経産牛頭数
（頭）

乳量
（トン/年）世帯主 妻

1 A 茂喜登牛 2001 長野県 富山県 54 4 87.4 37 233

2 B 中矢 2001 山口県 滋賀県 44 4 14.6 （羊674） 　−

3 C 上螺湾 2004 兵庫県 　− 47 　− 51.1 46 191

4 D 茂足寄 2003 大阪府 広島県 50 2 39.4 35 191

5 E 茂喜登牛 2004 山梨県 神奈川県 52 2 67.2 50 186

6 F 白糸 2009 山梨県 岡山県 42 2 45.9 36 166

7 G 芽登 2009 青森県 兵庫県 39 2 27.4 26 223

8 H 芽登 2010 東京都 新潟県 44 2 22.6 28 182

9 I 茂喜登牛 2011 大阪府 北海道 41 2 36 30 212

10 J 茂喜登牛 2012 大阪府 岡山県 36 2 59.3 43 250

11 K 芽登 2012 愛知県 大阪府 39 2 30.5 45 324

12 L 白糸 2015 東京都 神奈川県 39 2 23.9 40 305

13 M 芽登 2016 滋賀県 愛媛県 38 2 38 35 261

14 O 植坂 2016 茨城県 茨城県 39 2 58.6 25 139

15 R 庄内沢 2019 福岡県 福岡県 40 　− 30.8 33 　−

16 N 中大誉地 2019 北海道 北海道 44 2 26 　− 　−

17 P 上大誉地 2019 埼玉県 鹿児島県 37 4 41.2 　−

18 Q 白糸 2019 東京都 大阪府 39 3 62 　−

資料：足寄町役場経済課提供
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イ　集約放牧モデル事業により経営改善

足寄町における放牧の成功は、集約放牧モ

デル事業の導入によって経営成果が短期間に

現れたことである。図10に見るように、事

業開始前の96年と事業が完了する1999年

を比較すると、事業に参加した7戸の農業粗

収入（平均）は2782万円から2927万円へ

5.2%増加する一方、農業経営費（平均）は

1872万円から1671万円へと10.7%減少し

た。そのことで、営業利益（平均）は910

万円から1256万円へと38%増加している

（ただし、減価償却費は計上していない）。

農業経営費の減少の主な要因は、配合飼料

費の減少である。1戸当たり配合飼料費は

1996年の643万円から1999年には477万

円へと166万円、25.2%減少しているもの

の、経産牛1頭当たりの個体乳量は7156キ

ログラムから7344キログラムへと188キロ

グラム増加している（注13）。

ウ　新規放牧就農者による放牧酪農の成功

モデル事業参加農家の放牧酪農の経営的優

位性は、新規放牧就農者が実証している。表

８は、５戸の新規放牧就農者の経営数値と北

海道の経営数値（平均）を比較したものであ

る。北海道平均は生乳生産量638トン、経

産牛頭数88頭、経営耕地面積62.7ヘクター

ルであるが、それに比べ新規放牧就農者群

は、214トン（北海道平均の34%）、38.2

頭（同43%）、49.6ヘクタール（同79％）

と規模は小さい。

そのため、粗収入は、北海道平均9401万

円に比べ3395万円（同36%）と少なく、ま

た農業経営費も北海道平均の7352万円に比

べ2025万円（同28%）と少ない。しかし、

農業所得（税引き）は、５戸平均は粗収入に

比べ農業経営費が相対的に小さいことから、

北海道平均の2049万円に比べ1370万円

（同67%）と３分の２の水準になっている。

その結果、農業所得率は、北海道平均の

18%に対し、新規放牧就農者群は40%と極

めて効率的な経営が行われている。

これらの関係を示したのが図11である。

農業経営費の内訳は、北海道平均の飼料費

2368万円、減価償却費1867万円、医薬・

共済費（農薬衛生費＋農業共済掛金）416

万円に対し、新規放牧就農者群の内訳は、飼

料費504万円（北海道平均の21%）、減価償

却費416万円（同22%）、医薬・共済費82

万円（同20%）と大幅に低くなっている。

足寄町の新規放牧就農者群は、飼料費をはじ

めとする経営費を低く抑えることにより、収

益の確保を実現している。

図10　��集約放牧モデル事業（1997-99年）に
よる経済効果
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資料：足寄町開拓農協



畜 産 の 情 報 　 2020. 9 65

表８　新規放牧就農者牧場と北海道30～50頭規模との比較

① ② ③ ④ ⑤ ５戸平均 北海道

経営概況
生乳生産量（トン） 233 250 191 182 212 214 638
経産牛頭数（頭） 61 42 33 31 24 38.2 88
経営耕地面積（ha） 80 62 45 23 38 49.6 62.7
粗収入 4,841 3,623 2,787 2,941 2,783 3,395 9,401

経営費

飼料費 630 301 336 729 523 504 2,368
肥料費 0 61 34 0 104 50 244
農薬衛生費 108 122 6 78 38 70 195
動力光熱費 267 150 124 116 154 162 338
諸材料 105 70 0 17 102 59 178
減価償却費 735 338 258 596 155 416 1,867
雇用労働費 422 28 55 46 69 124 230
農業共済掛金 0 0 14 17 31 12 221
租税公課 176 127 120 86 83 118 354
計 3,368 1,541 1,382 2,159 1,677 2,025 7,352

税引農業所得 1,473 2,083 1,405 782 1,106 1,370 2,049

資料：新規放牧就農者5戸への聞き取りおよび「営農類型別統計」を基に筆者作成
注１：北海道の経産牛頭数＝搾乳牛頭数73.7×1.2＝88頭である。
　２：北海道の粗収入には農外所得および年金等の収入は含まない。租税公課諸負担を加えた。

さらに、農業経営費を生乳生産量で割った

生産コスト（労働費などが含まれないため、

正確なコストではない）を比較すると、

北海道は2013年の１キログラム当たり

97.1円から2018年には115.3円と19%増

加しているが、新規放牧就農者群は2013年

の96.5円から年々減少し、2018年には81

円と17%減少するという対照的な動きとな

っている（図12）。「国際競争力」の観点か

ら見ると新規放牧就農者群が時代に対応して

いると言えよう。

以上のように、足寄町の放牧酪農は、集約

放牧モデル事業参加農家の大幅な飼料費の削

減で農家所得が向上し、後継者も戻ってきた

こと、さらに、新規就農者が増えたことで地

域に子供たちが増え、廃校寸前の小学校が持

ち直すなど地域が活性化している。

成功要因は次の６点に要約できる。（１）放

牧を推進したリーダーの存在（２）放牧に理解

を示した仲間たちの存在と活動（３）国の放牧

補助事業を導入した町役場職員の存在（４）放

牧酪農家を支えた放牧研究者、農協、農業改

良普及センターの存在（５）新規就農者を受け

入れる態勢を作った町長をはじめとした町職

図11　北海道平均と新規放牧就農者の収支構造
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資料：表８から筆者作成

（単位：万円）
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員の努力があったこと（６）成功した新規就農

者が新たな新規就農者を育てたこと─などで

ある（注14）。

足寄町という中山間の条件不利地にあった

酪農家の取り組みを町役場、農協などの関係

機関が一体となって支え、さまざまな困難を

乗り越えてきたことが町の再生につながった

と言えよう。

図12　新規放牧就業者群と北海道平均の生乳生産コストの推移
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資料：新規放牧就農者群は聞き取り、北海道平均は「営農類型別統計」

６　放牧はSDG時代の酪農

（1）SDGsと再生産

近年、SDGs（持続可能な開発目標）が世

界各国で取り上げられ、環境問題・生態系保

全や福祉・人権問題、健全な経済発展などが

人類共通の目標となっている。SDGsが掲げ

る持続可能性は再生産と同義であり、延々と

人間社会の営みが続くことである。

酪農が永続する条件は、第一に牧草や牛の

再生産である。良好な土壌が良好の草を育

て、さらに良好な牛を育てるという土、草、

牛の再生産という自然的再生産は酪農の基盤

を成すと同時に飼料費を削減し、所得を高め

ることによって経済的再生産も実現する。第

二に酪農の家族経営が存続することである。

息子（娘）の経営継承によって家族が再生産

されなければ経営的再生産は成立せず、酪農

経営は存続しない。第三に、地域的再生産で

ある。農協をはじめさまざまな支援組織や学

校、病院、交通機関などの社会資本が不可欠

である。また、離農を補完する新規就農者の

受け入れが地域社会を維持することになる。

第四に産業的再生産である。乳業メーカー、

飼料メーカー、機械メーカーなど生産財の提

供や生乳の加工、流通部門が機能しなければ

酪農は成立しない。第五に酪農経営、関連産

業への支援、国土保全や防疫体制、貿易管理

などの行財政による酪農産業の基盤維持を行

う国家的再生産も必要不可欠である。これら

各レベルの再生産は、環境保全が前提とな

る。

（2）SDGsと放牧の意義

SDGsは17項目の目標を掲げているが、

現在の穀物に依拠した加工型畜産はさまざま

な環境問題の原因となっている。まず「６   

安全な水とトイレを世界中に」の中に記され
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た「６．６   山地、森林、湿地、河川、滞水層、

湖沼を含む水生態系の保護・回復」と対立す

る。世界各国で展開する巨大酪農場は、飼養

頭数の集中により水、大気、土壌の汚染を深

刻化させているためである（注15）。さらに飼料

穀物の増産のために行われる熱帯雨林での伐

採はCO2の吸収力を弱め、穀物の輸送は化石

燃料を消費するとともに大量のCO2を排出す

ることから地球温暖化の原因となっており、

「13   気候変動に具体的な対策を」、「15   

陸の豊かさを守ろう」と対立する。また、大

量のふん尿は日本の国土に蓄積する一方であ

り、物質循環を壊し、河川や海洋の汚染につ

ながる恐れがあり、６.6の水生態系の保護や

「14   海の豊かさを守ろう」に反するもので

ある。

これに対し、放牧は家畜頭数と農地のバラ

ンスの上に成り立っていることから環境保全

型の酪農である。ただし、放牧においても家

畜が放牧地に対して過剰になると牧草の再生

産が阻害される過放牧という問題が起き、実

際 にNZで も 河 川 の 汚 染 問 題 が 起 き て い

る（注16）。

さらに、先進国で草食動物である牛にトウ

モロコシなど穀物を給与することは、経済力

の乏しい発展途上国の人々がトウモロコシを

入手できなくなることから飢餓を招き、「２   

飢餓をゼロに」に反する。放牧は牧草に依拠

して飼料自給率を高めることから、飢餓の防

止に貢献すると言える。

（3）国家的再生産と放牧

以上のように大量の輸入穀物の消費は、国

土の物質循環において健全な再生産という観

点から問題が生じているが、国家の経済の面

からも問題である。飼料としてのトウモロコ

シは現在の日本の酪農・畜産にとっては不可

欠であるが、過度な海外依存は農家経済を不

安定にし、生乳供給の変動をもたらす。日本

のトウモロコシの輸入量は以前の1600万ト

ン台から最近は1500万トン台に減少してい

るものの、輸入金額は2007、2008年の世

界 食 糧 同 時 危 機 以 前 の2000億 円 台 か ら

4000億円に達する年が増えており、単価の

高いトウモロコシの購入で国の富が海外に流

出することになる（図13）。国内では耕作放

棄地が増加している一方、飼料を海外に依存

していることは日本の酪農・畜産の国民から

の支持基盤が弱くなりかねない。新型コロナ

禍により財政支出が拡大する中、酪農・畜産

に対する従来通りの財政支援も難しくなるこ

とが懸念される。

図13　輸入トウモロコシの数量および金額の推移
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畜 産 の 情 報 　 2020. 968

（4）新規就農者による国土と投下資本の
保全と放牧

家族経営の存続と地域の再生産は、深刻な

問題である。酪農ヘルパー制度の整備により

休日の確保は可能になったものの、年間を通

した生産活動には変わりがなく、家畜という

生命体の維持のために、飼料の搬入、給与と

ふん尿の牛舎からの排出作業など重労働の日

課と家畜の健康管理を行う必要があることか

ら気の抜けない日々が続いている。こうした

酪農という仕事の性格を敬遠して後継者が他

産業に流出している。そこで、酪農作業の重労

働を軽減する有効な手段が放牧であり、そのこ

とを多くの人々に理解してもらう必要がある。

また、職業選択の自由が広がっていること

も後継者問題の最大の要因になっている。一

方、酪農という職業を志して都市部から若者

がやってくる事例も見受けられる。彼らは都

会の人混みを敬遠し、農村の豊かな環境の中

での充実した生きがいと子育てを目指してい

ることは足寄町はじめ北海道の各地で見られ

る新規就農者の姿である。

新規就農者が引き継ぐ離農物件は、そのま

までは放棄され無価値どころか撤去費用の負

担が地元自治体にかかってくる。それらは多

額の補助金の支援を受けたものが多く、いわ

ば国家財産である。こうした財産や農地の保

全を維持する上でも新規就農者の受け入れは

重要な課題である。

（5）新たな酪農を目指して

これまで酪農は海外飼料に依存して生乳供

給量の増大によって国民の旺盛な牛乳・乳製

品需要を満たしてきた。しかし、少子高齢化

による国内需要の減少と海外からの乳製品輸

入量の増加、SGDsに見られるように、世界

的な環境重視の下で持続的な社会や産業の転

換を促す動きが広がりを見せ、時代が大きく

変わろうとしている。そこで、放牧による自

給飼料活用による国土保全、放牧を取り入れ

た新規就農者の低コスト酪農とゆとりのある

生活の実現、新規就農者の定着による農村社

会の維持の重要性が増しており、国の政策に

よる積極的な支援が期待されている。

（注１）：『農業技術辞典』（独）農業・生物系特定産業技術研究機
構、農文協、2006

（注２）：荒木和秋「海外先進国の放牧畜産の現状と課題」『畜産
コンサルタントNo.642』中央畜産会、2018.6、

（注３）：「公共牧場・放牧をめぐる情勢」農林水産省、平成30年
12月

（注４）：荒木和秋「水稲作、小麦作、酪農、肥育素牛生産におけ
る国際競争力の比較分析に基づく今後の技術開発方向
の提示」国立研究開発法人食品産業技術総合研究機構、
2016

（注５）：荒木和秋『世界を制覇するニュージーランド酪農－日
本酪農は国際競争に生き残れるか－』デーリィマン社、
2003

（注６）：山田日登志『ムダとり』幻冬舎、2002

（注７）：「気候・地勢に大きな壁」全酪新報2014.2.10

（注８）：荒木和秋「乳飼比に表れる集約放牧の効果、農業所得は
1,700万円を達成」、DAIRYMAN　2019-10

（注９）：荒木和秋「集約放牧と季節繁殖でゆとりと高収益を実現」
DIRYMAN2016-8

（注10）：荒木和秋「集約放牧と山地酪農を融合し岩山を宝の山
に」DIRYMAN2016-9

（注11）：荒木和秋「通年屋外飼育、季節繁殖、作業受託などで
省力化図る」DIRYMAN2016-3

（注12）：「北海道における酪農経営の離脱状況について
（H30.2.1〜H31.1.31）北海道農政部生産振興局

（注13）：荒木和秋「研究会の強い結びつきが活動成果として表
れる」DIRYMAN2018-8

（注14）：荒木和秋「SDGsにかなった放牧が日本酪農の未来を
照らす」DIRYMAN2020-3

（注15）：イザベル・オークショット他『ファーマゲドン』日経
BP、2015

（注16）：大塚健太郎、井田俊二「ニュージーランドの酪農業
界における環境問題への取り組み」『畜産の情報』
2019.8


